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第１　審査の対象
　　 　

平成２５年度一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに公営企業会計決算に係る地方公共団

　体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という。）第３条で定める実質赤字率、

　連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下、「健全化判断比率」という。）

　並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類

地 域 開 発 事 業 特 別 会 計

一
般
会
計
等
（

普
通
会
計
）

介 護 保 険 特 別 会 計

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム
特 別 会 計

水 道 事 業 特 別 会 計

住宅新築資金等貸付事業
特 別 会 計

（公財）成羽町美術振興財団

（ 株 ） 夢 フ ァ ー ム 有 漢

岡 山 県 後 期 高 齢 者
医 療 広 域 連 合

岡山県市町村税整理組合

岡 山 県 広 域 水 道 企 業 団

対象会計等

一 般 会 計

へ き 地 診 療 所 特 別 会 計

公
営
事
業
会
計

高 梁 市 土 地 開 発 公 社

地 方 公 社 ・
第 三 セ ク タ ー 等

一 部 事 務 組 合
・ 広 域 連 合

うち
公営企
業会計

法
適
用

法
非
適
用

高 梁 地 域 事 務 組 合

岡山県市町村総合事務組合

後期高齢者医療特別会計

畑地かんがい事業特別会計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

特　別　会
計

平成２５年度高梁市財政健全化審査意見

健全化判断比率等の対象となる会計等

（財政健全化法）

区　　分

軽費老人ホーム特別会計

将 来 負 担
比 率

資 金 不 足
比 率

地
方
公
共
団
体

実 質 赤 字
比 率

連 結 実 質
赤 字 比 率

国 民 健 康 保 険 成 羽 病 院
事 業 会 計

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

養護老人ホーム特別会計

実 質 公 債
費 比 率

一　般　会　計

－1－



第２　審査の期間

平成２６年８月１２日から平成２６年８月２５日まで

第３　審査の方法　
　

　　市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した

　書類が、正確に作成され、各比率が適正に算定されているかどうかについて、算定の基礎と

　なる事項を記載した書類と決算書類及び証書類等を照合するとともに、関係職員の説明を聴

　取して確認した。

第４　審査の結果

　１　総合意見

　　　審査に付された健全化判断比率及びその基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適

　　正に算定されていた。

　　　また、健全化判断比率は次のとおりであり、いずれも早期健全化基準を超えていない。

（単位：％）

平成23年度 平成24年度 平成25年度
早期健全化
基　　準

財政再生基準

― ― ― 12.76 20.0

― ― ― 17.76 30.0

16.0 14.3 13.2 25.0 35.0

98.5 76.9 76.5 350.0

（注）１　黒字であるため、便宜上「―（マイナス）」で記載している。以下、その他の指標も同

　　　　様の扱いとする。

　　　２　早期健全化基準及び財政再生基準は、地方公共団体の財政健全化に関する法律施行令に

　　　　より定められている。この基準を超えた場合には、財政健全化計画や財政再生計画の策定

　　　　等が義務付けられる。

　　 平成２５年度審査において、健全化判断比率の４比率については、早期健全化基準をい

　　ずれも下回った。しかし、これらの数値は、人口変動や国策などによる標準財政規模等の

　　　　数値の増減の影響を受ける。財政状況を考える際には、本市の実質的な負担状況の変化等

　　に十分留意して検証する必要がある。

　　　　　近年の地方財政を取り巻く財政環境は大変厳しい状況であり、高梁市総合計画に位置づ

　　　　けられた施策を実現するためにも、均衡のとれた財政運営の確立を目指し、長期的な財政

　　　の健全性が確保できるよう、引き続き行財政改革の取り組みに努められることを要望する。

⑷ 将 来 負 担 比 率

⑴ 実 質 赤 字 比 率

区　分

⑶ 実質公債費比率

⑵ 連結実質赤字比率
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２　個別意見及び審査の概要

（1） 実質赤字比率について（一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率）

　　一般会計等の対象は、一般会計及び一般会計等に属する特別会計のへき地診療所特別

　会計、養護老人ホーム特別会計、軽費老人ホーム特別会計、住宅新築資金等貸付事業特

　別会計、畑地かんがい事業特別会計が該当する。

平成２５年度の実質赤字は、発生していなかったことから、比率は「―」となる。

※標準財政規模が50億円以上200億円未満の市区町村

　上記から、実質赤字比率の早期健全化基準は、１２．７７％となることが確認できる。

　連結実質赤字比率の場合、実質赤字比率の早期健全化基準に５％を加えた１７．７７％

が早期健全化基準となる。また、市町村においては、実質公債費比率の早期健全化基準は

２５．０％、将来負担比率の早期健全化基準は３５０．０％のいずれも固定値である。

 

第１表　一般会計等の実質収支額

（単位：千円・％）

　※　標準財政規模について

　　　標準財政規模は、通常収入される経常一般財源のことで、市税等の標準税収入額等

　　4,320,238千円、普通交付税9,903,176千円、臨時財政対策債発行可能額874,231千円の

　　合計15,097,645千円となっている。(参照:４頁　第２表　標準財政規模の内訳）

　　　健全化判断比率は、標準財政規模（分母）に対する比率であるため、標準財政規模

　　の増加は数値を良好に、減少は不良な方向へ導く要因となる。

一般会計等実質収支額

算定式

区　分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

実質赤字比率の早
期健全化基準※

＝

579,071

翌年度に繰り 越す
べ き 財 源

240,966

509,219

24,913,443

24,314,529

598,914

115,139

483,775

2,224,278

2,010,807

213,471

143,619

69,852 13.7

26,101,786

25,138,130

963,656

384,585

対前年度比較
平成23年度 平成24年度 平成25年度

増減額

[（標準財政規模（15,097,645千円）＋100億円）÷（30×標準
財政規模（15,097,645千円））×100＋20]÷2

8.7

59.6

23,127,323

750,185

増減率

9.323,877,508

28.5

標準財政規模（15,097,645千円）
実質赤字比率 ＝

一般会計等（普通会計）の実質赤字額【第1表中、-579,071千円（黒字の場合は負の値）】

×100％
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第２表　標準財政規模の内訳

（単位：千円・％）

平成23年度平成24年度平成25年度
標準財政規模######### ######### #########

標準税収入額等######### ######### #########

普通交付税######### ######### #########

臨時財政対策債発行可能額866,685,000 863,973,000 874,231,000

（2）連結実質赤字比率について

　（全会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率）

平成２５年度の連結実質赤字は、発生していなかったことから、比率は「―」となる。

連結実質赤字比率 ＝

区　分

標 準 財 政 規 模

標 準 税 収 入 額 等

普 通 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額

算定式

4,320,238

9,903,176

874,231

増減額

△ 88,903

40,822

対前年度比較

△ 139,983

10,258

10,298,392

866,685

15,186,548

4,279,416

平成23年度 平成24年度 平成25年度

15,434,982

4,269,905

10,043,159

863,973

増減率

△ 1.4

1.2

×100％

1.0

連結実質赤字額【第3表中、-2,786,318千円（黒字の場合は負の値）】

標準財政規模（15,097,645千円）

△ 0.615,097,645

4,269,905 4,279,416 4,320,238

10,298,392 10,043,159 9,903,176

866,685 863,973 874,231

15,434,982 15,186,548 15,097,645

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度

千円
標準財政規模の推移

標準税収入額等

普通交付税

臨時財政対策債

発行可能額

標準財政規模

－4－



第３表　実質収支額及び資金剰余（不足）額

（単位：千円・％）

増減額 増減率

一 般 会 計 558,797 583,194 653,528 70,334 12.1

へ き 地 診 療 所 特 別 会 計 0 0 0 0 ―

養護老人ホーム特別会計 0 0 0 0 ―

軽費老人ホーム特別会計 0 0 0 0 ―

住宅新築資金等貸付事業
特 別 会 計

△ 75,022 △ 75,225 △ 74,995 230 0.3

畑 地 か ん が い 事 業
特 別 会 計

0 1,250 538 △ 712 △ 57.0

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 89,991 111,903 64,902 △ 47,001 △ 42.0

後期高齢者医療特別会計 554 616 739 123 20.0

介 護 保 険 特 別 会 計 19,095 31,249 85,548 54,299 173.8

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム
特 別 会 計

21,425 5,669 0 △ 5,669 皆減

水 道 事 業 特 別 会 計 649,744 549,595 598,010 48,415 8.8

国 民 健 康 保 険 成 羽 病 院
事 業 会 計

1,980,742 1,422,458 1,446,169 23,711 1.7

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 0 0 0 0 ―

下 水 道 事 業 特 別 会 計 10 7 6 △ 1 △ 14.3

地 域 開 発 事 業 特 別 会 計 36,247 58,730 11,873 △ 46,857 △ 79.8

3,281,583 2,689,446 2,786,318 96,872 3.6

（3） 実質公債費比率について

 　（一般会計等が負担する元利償還金及び公営企業会計・一部事務組合等が負担する元利償還金（準

　 　元利償還金）の標準財政規模に対する比率）

平成２５年度の実質公債費比率は、１３．２％となっており、前年度と比べ１．１ポイ

　　ント低下している。なお、早期健全化基準は２５．０％であり、これを下回っている。

実質公債費比率
（3ヵ年平均） ×100％

算定式

うち
公営企業
会計

法
非
適
用

会計名 対象会計等

一　般　会　計

特 別 会 計

実質収支額（資金不足・剰余額）

＝

（地方債の元利償還金　＋　準元利償還金）　－
　（特定財源　＋　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模　－　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

平成23年度平成24年度平成25年度
対前年度比較

合　　計

公
営
事
業
会
計

法
適
用

一
般
会
計
等
（

普
通
会
計
）

－5－



　 第４表　実質公債費比率の推移表

（単位：％）

３ヵ年平均 16.0 14.3 13.2 △ 1.10

単年度 14.70 13.12 12.05 △ 1.07

平成23年度 平成24年度 平成25年度

実質公債費比率（３ヵ年平均）16.0 14.3 13.2

単年度実質公債費比率14.70 13.12 12.05

　 第５表　特定財源

（単位：千円・％）

増減額 増減率

233,362 217,122 225,641 8,519 3.9

　 第６表　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

（単位：千円・％）

増減額 増減率

3,200,915 3,157,230 3,085,378 △ 71,852 △ 2.3

区　　　　　分

実質公債費比率

平成23年度 平成24年度 平成25年度

区　　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度
対前年度比較

特定財源

区　　分 平成23年度

対前年度
比較増減

平成25年度
対前年度比較

元利償還金・準元利償還金
に係る基準財政需要額算入
額

平成24年度

16.0 

14.3 

13.2 
14.70 

13.12 

12.05 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

平成23年度 平成24年度 平成25年度

％ 実質公債費比率の推移

実質公債費比率（３ヵ年平均）

単年度実質公債費率

－6－



（4）将来負担比率について

　（一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率）

平成２５年度の将来負担比率は、７６．５％となっており、前年度と比べ

０．４ポイント低くなっている。なお、早期健全化基準は３５０．０％であ

り、これを下回っている。

 将来負担額　－　 （充当可能基金額　＋　特定財源見込額

　　　＋　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

　標準財政規模　－

　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 第７表　将来負担額

(単位：千円・％）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 構成比

(イ) 31,164,562 30,654,768 30,736,194 65.1

(ロ) 161,314 128,158 96,772 0.2

(ハ) 12,162,204 11,503,558 11,278,883 23.9

(ニ) 664,869 485,740 412,263 0.9

(ホ) 4,902,119 4,880,913 4,700,899 10.0

(ヘ) 11,582 3,316 0 0.0

(ト) 0 0 0 0.0

(チ) 0 0 0 0.0

49,066,650 47,656,453 47,225,011 100.0

×100％

会　計　名

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負担額等負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額

合　　　　　計

算定式

将来負担比率 　＝

地方債の現在高

（イ）

65.1%
債務負担行為に基づ

く支出予定額（ロ）

0.2%

公営企業債等繰入

見込額（ハ）

23.9%

組合等負担等見

込額（二）

0.9%

退職手当負担見

込額（ホ）

10.0%
将来負担額の構成比率
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 　第８表　充当可能基金額

(単位：千円・％）

増減額 増減率

6,345,041 6,996,347 7,539,989 543,642 7.8

 　第９表　充当可能特定歳入見込額

(単位：千円・％）

増減額 増減率

1,558 0 0 0 ―

6,125 4,681 4,280 △ 401 △ 8.6

1,122,840 1,016,226 906,974 △ 109,252 △ 10.8

1,249,845 1,057,722 977,436 △ 80,286 △ 7.6

2,380,368 2,078,629 1,888,690 △ 189,939 △ 9.1

　 第１０表　基準財政需要額算入見込額

(単位：千円・％）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 対前年度比較

増減額 増減率

1,645,526 1,382,594 1,131,620 △ 250,974 △ 18.2

16,496 10,328 5,160 △ 5,168 △ 50.0

4,651,105 4,520,549 4,459,043 △ 61,506 △ 1.4

98,018 70,689 42,920 △ 27,769 △ 39.3

89,785 79,075 67,900 △ 11,175 △ 14.1

56,788 47,450 38,642 △ 8,808 △ 18.6

1,926,488 1,845,034 1,767,661 △ 77,373 △ 4.2

0 0 0 0 ―

191,457 104,863 63,042 △ 41,821 △ 39.9

760,534 650,584 537,437 △ 113,147 △ 17.4

275,069 239,579 203,780 △ 35,799 △ 14.9

680,852 522,312 364,228 △ 158,084 △ 30.3

17,891,373 19,848,785 19,920,188 71,403 0.4

28,283,491 29,321,842 28,601,621 △ 720,221 △ 2.5

対前年度比較

住宅新築貸付金元利収入

公営住宅使用料

都市計画税

合　　計

区　　分

財政調整基金ほか４１基金

区　　分

住宅新築資金等貸付助成事
業費補助金

対前年度比較
平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

区　　分

道路橋りょう費

公園費

下水道費

その他の土木費

小学校費

中学校費

保健衛生費

高齢者保健福祉費

清掃費

農業行政費

林野水産行政費

地域振興費

公債費

合　　計
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　（参考）　平成２４年度決算に基づく県内１５市の財政健全化判断比率の状況

　　　県内の状況を把握するため、参考として県内１５市の状況を以下に示すこととする。

順位 自治体名 比率（％） 順位 自治体名 比率（％） 順位 自治体名 比率（％） 順位 自治体名 比率（％）

1 高梁市 － 1 高梁市 － 1 玉野市 8.7 1 井原市 －

1 岡山市 － 1 岡山市 － 2 倉敷市 10.1 2 浅口市 45.9

1 倉敷市 － 1 倉敷市 － 3 赤磐市 11.4 3 赤磐市 53.8

1 津山市 － 1 津山市 － 4 笠岡市 11.8 4 真庭市 60.1

1 玉野市 － 1 玉野市 － 5 井原市 12.4 5 岡山市 64.0

1 笠岡市 － 1 笠岡市 － 6 真庭市 12.8 6 玉野市 65.3

1 井原市 － 1 井原市 － 7 浅口市 13.2 7 総社市 73.3

1 総社市 － 1 総社市 － 8 岡山市 13.5 8 倉敷市 74.0

1 新見市 － 1 新見市 － 9 津山市 14.2 9 高梁市 76.9

1 備前市 － 1 備前市 － 10 高梁市 14.3 10 備前市 77.5

1 瀬戸内市 － 1 瀬戸内市 － 11 瀬戸内市 14.3 11 笠岡市 84.3

1 赤磐市 － 1 赤磐市 － 12 総社市 14.6 12 瀬戸内市 86.3

1 真庭市 － 1 真庭市 － 13 美作市 16.2 13 美作市 103.1

1 美作市 － 1 美作市 － 14 備前市 16.4 14 新見市 109.0

1 浅口市 － 1 浅口市 － 15 新見市 16.5 15 津山市 133.9

　（注）　１　ここに掲げる数値は、平成24年度度決算に基づく確定値である。（岡山県公表数値）

　　　　　２　比率欄の「－」は、算定上発生していないものを示している。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

<11.25%～15.0%> <16.25%～20.0%> <25.0%> <政令市400%　その他350%>

早期健全化基準 早期健全化基準 早期健全化基準 早期健全化基準
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　第１　審査の対象

　　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条で定める資金不足率及びその算定

　　　の基礎となる事項を記載した書類

　第２　審査の期間

平成２６年８月１２日から平成２６年８月２５日まで

　第３　審査の方法

　      市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、　

　　　適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

　　　　また、審査にあたっては、算定数値の根拠となる積算資料の提出を求めるとともに、

　　　担当職員から説明を聴取した。

　第４　審査の結果

　　１　総合意見

　　　　審査に付された下記の各会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載

　　　した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

（単位：％）

平成23年度 平成24年度 平成25年度

― ― ―

― ― ―

― ― ―

― ― ―

― ― ―

（注）資金不足額がない場合は「―」で記載している。

平成２５年度高梁市経営健全化審査意見

記

資金不足比率 経営健全化
基 準

20.0

会　計　名

水道事業特別会計

国民健康保険成羽病院事業会計

簡易水道事業特別会計

下水道事業特別会計

地域開発事業特別会計
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２　個別意見及び審査の概要

（1） 資金不足比率について

　　　資金不足比率とは、公営企業ごとの資金不足額が、事業規模に対してどの程度

　　あるかを示す比率である。

　　　対象となる会計は、公営企業会計のうち、法適用企業の水道事業特別会計、国

　　民健康保険成羽病院事業会計と、法非適用企業である簡易水道事業、下水道事業、

　　地域開発事業の各特別会計である。

　　　　各公営企業会計の状況は次のとおりである。

資金の剰余額 事業の規模 資金不足比率

598,010 257,845 ―

1,446,169 1,018,192 ―

0 374,844 ―

6 511,235 ―

30,975 11,873 ―

（注）すべての公営企業において、資金不足額がないため剰余額を表している。

　　　すべての公営企業（法適用、法非適用）において、資金不足額は生じていない

　　ため、資金不足比率は算出されない。しかし、法適用企業について、経営健全化

　　計画を定めなければならないのは、繰越欠損金がある企業会計で資金不足比率が

　　経営健全化基準以上である場合となる。病院事業会計については、資金不足は発

　　生していないものの本年度決算で繰越欠損金が生じたため、今後注意し、早期の

　　経営健全化策の検討が必要である。

　　　他の会計についても、当該比率に留意のうえ、健全な財政運営に努められたい。

下水道事業特別会計

地域開発事業特別会計

算定式

資金不足比率　　＝

区　　分

　法　適　用　企　業

国民健康保険成羽病院事業会計

水道事業特別会計

　法　非　適　用　企　業

簡易水道事業特別会計

 政令で定める資金の不足額

  政令で定める事業の規模
×　100％
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＜参考＞

１　資金の不足額

２　資金の剰余額

３　事業の規模

＝　営業収益に相当する収入の額　－　受託工事収益に相当する収入の額

※　宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」

　（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額。

※　宅地造成事業を行う公営企業については、資金の剰余額の算定上、土地の造成等に要する経

　費の財源に充てるために起こした地方債の残高（及び他会計借入金の現在高）を控除する。

事業の規模（法適用企業）

＝　営業収益の額 - 受託工事収益の額

事業の規模（法非適用企業）

資金の剰余額（法適用企業）

＝　流動資産 - 流動負債 - 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現

　在高　

資金の剰余額（法非適用企業）

＝　実質黒字額 - 建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債の現在高

※　宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例

　がある。

資金の不足額（法適用企業）

＝【　流動負債　＋　建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債の現在高

　　　－　流動資産　】－　解消可能資金不足額

資金の不足額（法非適用企業）

＝【　繰上充用額　＋　支払繰延額・事業繰越額　＋　建設改良費等以外の経費の財源に充てる

　　ために起こした地方債の現在高　】－　解消可能資金不足額

解消可能資金不足額

＝　事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合に

　おいて、資金の不足額から一定額を控除する。
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